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る八木の 25 項目において、平均 4.6（最大 5）とかなり高い値を示した。また、
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１．問 題 
 2017 年 3 月 31 日、幼稚園、小学校および中学校の学習指導要領が告示され、
同4月28日、特別支援学校幼稚部教育要領および小学部・中学部学習指導要領、







































 これらを受け、2017 年 11 月 17 日公布の「教育職員免許法施行規則及び免許状
更新講習規則の一部を改正する省令」により、「特別の支援を必要とする幼児、
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特別支援学校のうち 278 校、1,158 名から回答を得ている。具体的な対象者は、























































 調査対象者は、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校に所属する 522 名の




校種などのフェースシート部に 1 箇所でも欠落があるものや、他の項目で 3 項目








ている）」の 5 件法で回答を求めた(Table 1)。さらに、「その他の支援対象がある」
かどうか尋ねた第 7 項目（本稿では割愛）、「特別支援教育を展開する上での課題
事項」について 1〜9 の選択肢（Table 2）から 3 つを選ぶ第 8 項目で構成した。 
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2 学校の組織体制の不明確さ 7 特別支援教育を展開する上で
の校内設備の不十分さ 
3 教職員の連携不足 8 該当児童生徒と担任（担当教
諭）との人間関係 
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24 発達障害のある子どもへの ICT 活用方法について 
25 虐待と発達障害との関連について 







４．１ 対象者の概要（第Ⅰ部：3 項目） 
 調査対象者の学校種別、経験年数別の人数を Table 4，5 に示す。 
 
     Table 4 学校種別          Table 5 経験年数別 
校種 人数  経験 人数
小学校 260  10 年未満 221
中学校 115  10 年〜20 年未満 149
高等学校 91  20 年〜30 年未満 76
特別支援学校 41  30 年以上 61
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Figure 1. 校内体制の充実について学校種別比較 
 
４．３ 現在感じている課題（第Ⅱ部：第 8 項目） 
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について、その他を除いた 25 項目の結果を Figure 4 に示す。 
 

































100% 10 その他 
9  保護者関係の問題 
8  該当児童生徒と担任（担 
当教諭）との人間関係 
7  特別支援教育を展開する 
上での校内設備の不十分さ 
6  クラスにおける対象児童 
生徒の人間関係の問題 
5  他の特別支援教育を担当 
4  管理職の理解不足 
3  教職員の連携不足 
2  学校の組織体制の不明 
確さ 






Figure 4. 研修ニーズ 
 



































 つぎに、この結果を八木（2014）調査と比べる。「その他」を除いた 25 項目で、





Table 6 八木調査との比較：上位 8 項目 
順位 八木調査 本調査































4.52 5 学習障害（LD）に関する知識 4.65









































(25) 1  答申等の特別支援教育に関
する概論 
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５．考 察 
 以下、3 部構成の質問紙構成順に考察を行い、最後に今後の課題を述べる。 
５．１ 第Ⅰ部：フェースシート 
 “学校種別”については、以下の 2 点でサンプリング方法に偏りがあった。1
点目として Table 4 から明らかなように、結果的に小学校教諭が全ての調査対象
者の大半（260 名）であった一方、特別支援学校は 41 名と少なかった。 




























 第Ⅲ部についてのメインは八木調査の追試である。本調査実施は 2018 年 7・8














 八木調査との比較からの上位項目では、新たに発達障害に関する項目が 2 つ加
わり、このうち「発達障害に関する具体的な支援・対応方法」は第 1 位であり、
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